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1D 01 

製製造造技技術術のの時時代代的的刷刷新新：： 脱脱炭炭素素にに向向けけたたモモノノづづくくりり力力ととググロローーババルルササウウススのの DX
起起爆爆力力のの融融合合 －－ 日印脱炭素協力によるジュガード世界標準化との共進 

〇渡辺 千仭 (東京工業大学)、 藤  祐司  (東北学院大学)  
 

1. 序序 
  

1.4  ねねららいい 
以上に照らして、本稿は、学習機能の革新をベースに飛躍する生

成AI 主導イノベーションの潮流を下敷きに、その 「カウンターパ
ートの 『眠れる資源』 を覚醒してそれを学習することによって
イノベーションを誘発する機能」 に着目して、日本のモノづくり
力とインドの誇るDX力の融合を図ることによって、① インドﾞの
脱炭素を支援すると共に、 ② その卓越したDX力を取り 
込んだ日本のDX向上及び脱炭素を加速し、合
わせて、③ インドﾞ固有の「逆境の中で倹約的・ 
柔軟・包摂的な解決策を模索」する伝統的革新

策「ジュガード」 の世界標準化 (世界的普遍化) 
への進化を促してGSの「気候変動脆弱国」に移
転し、それぞれの発展の下に3者が相互に啓発
し続けて脱炭素を加速する図図 1 のような好循環
のダイナミズム (共進ダイナミズム) を追求し、そ
の実現を通じて、冒頭 4 課題に応える我が国製
造技術の時代的刷新の方向を明らかにする。 

1.1 製製造造技技術術のの時時代代的的刷刷新新 
我が国の誇った製造技術は、① DX （ﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術によ
る社会経済の変革） の進展・体化、② 盤石なグローバ
ルサプライチェーン (SC) の再構築、③ 成長と ESG 
(環境・社会・ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ) の共進 (ともに進化する好循
環)、④ 世界への貢献、の 4課題を中核的ミッションとし
た時代的刷新を求められている [24]。 

1.2 ググロローーババルルササウウススのの盟盟主主へへのの課課題題 
このような中で、世界最大人口を擁するに至ったインド

は、グローバルサウス (GS) の盟主を目指して世界に誇
る DXをテコに、世界 3 位の CO2 の削減を率先している
が、いみじくも今般の総選挙 (2024/4-6)で露呈されたよう
に、製造技術の裏打ちに難航しており、日本の誇る製造

技術を梃とした連携が求められるに至っている [25]。 

1.3 脱脱炭炭素素へへのの世世界界的的挑挑戦戦 
脱炭素は今や南北を問わぬ一蓮托生の最重要課題であ

り、GSのCO2 が世界の2/3を占めることに照らせば、イン
ドの脱炭素の帰趨は世界の気候変動対策の成否を決す

る。また、アフリカを始めとするGSの「気候変動脆弱国」の
脱炭素・成長への貢献は、地政学的にも緊要な競争課題

となっているが、インドが歴史的にこれら諸国とのつながり

が深いのに対して、日本とのつながりは総じて浅いのが

否めず、この面でも日印連携の期待は大きい [8]。 

 

1.5 アアププロローーチチ 
このため、インターネットやスマートフォンの発展と共に新

興国及び発展途上国 (新興国等) もこれらデジタルイノベ
ーションの恩恵にあずかるリープフロッグ [11] に注目して、

これが先進国の主導する AI/ML（革新的機械学習 ML に牽
引された先端 AI 主導イノベーション）の躍進 [18] によって「眠

れる資源」の覚醒を促される結果、新たなブランド価値（新

機能）を創出することに着目する。 

この着目に基づき、インターネットの寵児で、世界に冠た

るクラウドサービスをもとに R&D 世界トップのアマゾンの
AI/ML 主導イノベーション創出のダイナミズム [19, 20] を範

として、「そのダイナミズムを発現する日・印・グローバル

サウスの連携の追及」 との発想に立って、代表的な日印
脱炭素協力プロジェクトに即して図 1 に示す日・印・グロ
ーバルサウス 3 者の共進ダイナミズムを追証して命題に
応える製造技術の時代的刷新の方向を明らかにする。 
1.6 予予稿稿のの構構成成 
第2節ではイインンタターーネネッットト主主導導デデジジタタルル経経済済のの実実相相をレビュー
する。第3節ではリープフロッグ加速の実態とそれを誘発する
メカニズムを概観する。第 4 節ではインターネットの寵児アマ
ゾンの主導するAI/ML主導イノベーション創出のダイナミズム
を分析する。第5節ではこれを範とした脱炭素に向けた日印共
進ダイナミズムを分析する。第6節では以上の潮流の最先端の 
挑戦を鳥瞰する。第7節は以上を総括して、
得られた知見をもとに、日本の製造 
技術の時代的刷新の方向を示す。

図図 1．．日日・・印印・・ググロローーババルルササウウスス共共進進ダダイイナナミミズズムム. 
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2. イインンタターーネネッットト主主導導デデジジタタルル経経済済のの実実相相 
インターネット主導のデジタル経済は南北を問わず急速にグローバルに進展した。それは大きく、①インターネット機能の

浸透：IoT の進展 (1990年代)、②スマートフォンによる固定インフラからの解放 (2007-)、③AI/ML によるユーザーの学
習を包摂した自己増殖的高機能化 (2010-) の 3つのフェーズに特徴づけられる。 

2.1 イインンタターーネネッットト機機能能のの浸浸透透：：IoT のの進進展展 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
図図 2．．イインンタターーネネッットト関関連連 R&Dのの浸浸透透のの進進展展 (1980-2015).  

2.2 ススママーートトフフォォンンにによよるる固固定定イインンフフララかかららのの解解放放 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
図図 3．．イインンタターーネネッットトにに誘誘発発さされれたたデデジジタタルルイイノノベベーーシショョンンのの展展開開. 

2.3 AI/ML にによよるるユユーーザザーーのの学学習習をを包包摂摂ししたた自自己己増増殖殖的的高高機機能能化化 
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図図 4. ココアア機機能能にによよるる学学習習・・認認識識方方法法とと AI のの階階層層. 

図図 2 はビブリオメトリックス分析によって
1980-2015年の間の ICT関連 27分野の研
究開発の趨勢を分析したものであり、当初

は広範な分野に広がっていた研究が 1990
年代以降2015年に向けてインターネット分
野の研究に収束し、IoTを加速し、インタ－
ネットの進展がデジタルイノベーションを主

導してきたことがうかがわれる [15]。 

図図 3は 1970年代以降の ICT 関連イノベ
ーションの展開を鳥瞰したものであり、

1990 年代以降のインターネットに続き、
2000 年代初頭以降スマートフォンが IoT
を先導し、2010 年代以降の AI/ML 主導
デジタルイノベーション発展基盤の構築

に中心的役割をはたしてきたことがうか

がわれる [15]。 

図図 4はAIのコア機能による学習認識方法
とそれに応じた AI の発展・活用の階層構
造を示したものであり、2010年代以降顕著
化した ML の広範な発展素地が顕著にう

かがわれる [18]。 

以上のように 1990 年代初頭に端を発し
たインターネットの商用化は 1990年代に
かけて IoT を促進し、2007 年のスマート
フォンの普及来固定インフラからの解放

を得、さらに 2010 年以降の AI/ML の躍
進による開発者のイノベーションのみなら

ず利用者の学習成果まで取り込んだ自

己増殖的成長につながっていたことがう

かがわれる [5, 24]。 

2022 年 11 月に現出した対話型生成 AI 
ChatGPT は「利用者の学習成果まで取り
込んだ自己増殖的成長」に飛躍的な拍

車をかけることになり、「眠れる資源」であ

った新興国等のクリエーター資産が一躍

注目を浴びるようになった [5]。 

「多岐にわたるシステム現象の凝縮体」で、

「地球大の一蓮托生の課題」であり、地球大

のステークホルダーの多様な知の結合を必

須とする脱炭素への挑戦は、この潮流に沿う

ものである [23, 24]。 

ここに、脱炭素に向けたモノづくり力とグロー

バルサウスの DX 起爆力の融合の時代的
意義が顕著に示される [25]。 
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3. リリーーププフフロロッッググのの加加速速  

3.1 リリーーププフフロロッッググにに導導くくデデジジタタルル革革新新 
 

 

  
3.2 リリーーププフフロロッッググのの実実相相  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.3 リリーーププフフロロッッググエエココノノミミーーのの実実相相 
以以上上ののリリーーププフフロロッッググエエココノノミミーーのの展展開開ははググロローーババルルササウウススのの次次ののよよううなな代代表表例例にに顕顕著著ににみみらられれるる。。 

表表 1  デデジジタタルル経経済済のの革革新新ととリリーーププフフロロッッググエエココノノミミーーのの展展開開 
  

デジタル化はリープフロッグ

を促し、成長加速の好循環を

形成していることを実証。 
AI/ML の進展のもとに途上

国ユーザーの学習の    
包摂が期待 

[24]。 

南北 39 か国を対象
に成長 (V)・インター

ネット利用 (ID)・スマ

ートフォン依存 (SP)

の相関関係を分析。 

図図 6. 発発展展段段階階別別デデジジタタルル機機器器のの 10％％普普及及にに要要すするる期期間間.

デデジジタタルル経経済済革革新新フフェェーーズズ  時時 期期 効効 用用 代代表表例例
インターネット機能の普及 : 

IoT の進展 
1990 年代 情報や世界市場へのアクセス革新 

経済的機会の創出 
インド、ブラジルのインターネット 
インド、フィッリッピンの ITビジネス 

スマートフォンによる固定イン
フラからの解放 

2007 年以降 モバイル革命 (固定回線からの解放) 
新イノベーションの台頭可能化 

ケニアのモバイルバンキング 
東南アジアでの配車サービス 

AI/MLによる自己成長機能の内
生化 

2010 年以降 サービス提供の改善 
教育・スキル開発の革新 

インドの AI主導農業管理 
インドのデジタル教育 

インターネットとスマートフォンの進歩は、新興国等に次に

示すような社会経済的革新をもたらして、デジタルイノベ

ーションの利活用の飛躍的加速に大きく貢献した [11]。

AI/MLは新興国等ユーザーの学習を包摂して自己増殖的 

 

高機能化を促進した。

① 固定インフラストラクチャ依存からの解放 
② 情報・金融・教育等広範な分野へのアクセスの向上 
③ ｲﾉﾍ゙ ｼーｮﾝの促進、ビジネスモデルの刷新、成長の加速 
④ 内外コミュニケーション、コラボの促進、新分野開拓・進出 
⑤ 広範多岐な遠隔教育機会の享受 

情報通信白書  
(2011). 

地地  域域 先先進進国国 新新興興国国・・発発展展途途上上国国 (新新興興国国等等) 国国 数数 

北北 米米 米、加  2 
欧欧 州州 独、英、仏、伊、西  ポーランド 6 

露露・・ウウククラライイナナ  露・ウクライナ 2 
中中東東 イスラエル トルコ、レバノン、ヨルダン  4 

アアジジアア・・太太平平洋洋 豪、韓、日 マレーシア、中、インドネシア、ベトナ

ム、比、印、パキスタン 
10 

ララテテンンアアメメリリカカ  チリ、メキシコ、アルゼンチン、ブラジ

ル、ペルー、ベネズエラ 
6 

アアフフリリカカ  南ア、ガーナ、ケニア、エチオピア、セ

ネガル、 タンザニア、ウガンダ、ナイジ
ェリア、 ブルキナ・ファソ 

9 

計計 11 28 39 

以上の成長加速の好循環は、図図 に示すような新
興国等における先端デジタル製品の先進国と遜
色ない急速な普及との好循環（共進）に依拠。

の躍進は、共進を通じた新機能創出いかんで
新興国等の利用拡大自身がイノベーションの拡大・普
及の高度化に貢献する可能性を秘めることを顕示 [5]。

Internet usage ratio (%) ID Smartphone ownership ratio (%) SP 
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図図 5．．デデジジタタルル化化にによよるる南南北北をを問問わわぬぬ成成長長加加速速のの好好循循環環 (南北 39 か国、2019). 
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4. AI/ML 主主導導イイノノベベーーシショョンン創創出出ののダダイイナナミミズズムム 
4.1 アアママゾゾンンのの拓拓くく共共進進ダダイイナナミミズズムム 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

インターネットの寵児アマゾンは、R&Dを経営の中核に据え、2006年
に自らのビジネスを展開するために構築したインフラやアプリをベ

ースに広範な利用に資すクラウドサービスAWSを開発       [12, 13, 16, 17]。 

AWS は R&D の結晶で、ブランド価値を創出し、それが
またR&Dを誘発する共進構造を内包 (図図7、表表2) [19, 23]。 

 図図  9．．カカウウンンタターーパパーートト企企業業のの成成長長ままでで学学習習・・同同化化ししたた共共進進構構造造. 

図図 7. アアママゾゾンンのの R&D-AWS-ブブラランンドド価価値値のの共共進進. 

表表2 アアママゾゾンンののR&D-AWS-ブブラランンドド価価値値のの共共進進 (2008-2020: 四半期) 

4.2 ググロローーババルル共共進進ダダイイナナミミズズムム 

新機能はカウンターパート企業に浸透し、その

発展に寄与。その学習を取り込み蓄積すること

により、AWSはさらに進展・拡張 (図図 9) [14, 24]。。 

このように、カウンターパート企業の成長まで学習・同化して、

アマゾンは R&Dを急速に拡大 (図図 10) して、世界R&D トッ
プに躍出 (図図 11)  [24, 25]。 

 

図図10. R&Dにに体体化化すするるスステテーーククホホルルダダーーととのの相相互互啓啓発発.. 

 

図図 11．．世世界界 R&D トトッッププ 20企企業業 (2023). 

アマゾンの、カウンターパートをも包摂したAI/ML 主導共進ダ
イナミズムはグローバル共進ダイナミズムを示唆  (図図 12)。 
 

図図 12．．ググロローーババルル共共進進ダダイイナナミミズズムムのの示示唆唆. 

日日本本ののモモノノづづくくりり力力とと  

イインンドドののDDXX力力のの共共進進  

図図12-1 . アアママゾゾンンののAI/ML 主主導導ビビジジネネススモモデデルル.   図図12-2. 日日印印脱脱炭炭素素指指向向共共進進モモデデルル. 
 

 
データ分析と予測 
予知保全 
自動化と効率化 
生産効率の向上 
品質管理の強化 
エネルギー効率の最適化 
スマートコントロール 
スマート農業 
サプライチェーンの最適化 
セキュリティの強化 
カスタマイズされたサービス 
カスタマイズされたソリューション: 

1.  

図図8. アアママゾゾンンののAWS スストトッックク蓄蓄積積軌軌道道 (2010-2020). 

表表 3 アアママゾゾンンののAWS スストトッックク蓄蓄積積軌軌道道 (2010-2020: 四半期) 

ブブラランンドド価価値値例例  

LGDCC 
New functions 

6 
5 

ブランド価値：Global Brand Value Report (Brand Finance, 2007-2020). 

この共進を通じ、AWSの機械学習が蓄積されて、新機能 
(ブランド価値) が創出 (図図 8, 表表 3) [14, 24]。 

Growth of AWS knowledge stock 

Diffusion of AWS knowledge stock 
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5. 脱脱炭炭素素にに向向けけたた日日印印共共進進ダダイイナナミミズズムム 
 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
ジュガードの世界標準化 (世界的普遍化) 
に貢献。図図 14-3 に示す日・印・グロー
バルサウス3者の共進ダイナミズムの
構築を率先。 

以上の潮流を認識したダイキンは、海外展開の中核拠点

を欧州からインドに移して、表表6に示すような自らの製造技
術の強みとインドのDX力の強みの融合に邁進  [9, 21]。 

継続的なイノベーションと持続可能性への融合効果の追

及を通じて、インド市場の進化する需要に応え、環境保護

に貢献する態勢を整備。 

このダイナミズムは、日本企業のインドの卓越DXの吸収、
インド企業の日本の卓越製造技術の学習双方に奏功。 

以上を通じて、日本の製造業の現場力 (高品質管理・精密な技
術力・効率的生産ｼｽﾃﾑ等)  [7] が広範なインド生産現場に移転 。

 

図図 14. 日日・・印印・・ググロローーババルルササウウスス共共進進ダダイイナナミミズズムム構構築築ののスステテッッププ. 

図図 14-1.日日印印共共進進ダダイイナナミミズズムムのの構構築築. 

図図14-2. 印印・・ググロローーババルルササウウスス共共進進ダダイイナナミミズズムムのの構構築築..  

図図 14-3. 日日・・印印・・ググロローーババルルササウウスス共共進進ダダイイナナミミズズムムへへのの発発展展

 

 

 

6. 日日・・印印・・ググロローーババルルササウウスス共共進進ダダイイナナミミズズムムのの構構築築  

14 億人の世界最大人口を擁し、モディ政権のもと Make 
in India (2014), Digital India (2015)を旗印に製造業の振興、
デジタル化の推進に邁進するインドは日本企業の注目

の的であり、図図 13 に示すように旺盛な日系企業の進出
を見てきたところであるが、AI/ML 主導イノベーションの
進展下において、従来の市場や労働力追及の展開か

ら、表表4に代表されるようなブランド価値創出指向の連携
が注目されるようになってきている [1-4, 6, 10]。 

図図 13. 日日系系企企業業ののイインンドド進進出出動動向向 (2006-2022). 
資料： 在インド日本大使館、JETRO (2024). 

表表 4 注注目目すすべべききブブラランンドド価価値値創創出出指指向向のの日日印印連連携携例例 

表表 5 注注目目すすべべきき日日印印連連携携例例のの日日本本のの製製造造技技術術ととイインンドドのの DXのの融融合合 

脱炭素化は

これに拍車

をかけ、日本

の製造技術

とインドﾞの

DX力の融合
の重要性が

クローズアッ

プ (表表 5)。

表表 6 ダダイイキキンンのの日日印印融融合合 
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7.  結結  論論  

 日・印融合をベースにグローバルサウスをも包摂した 3 者の
共進ダイナミズムの構築を率先したダイキンは、インドにおい

て、Make in India に積極参加して現地生産能力の増強に貢
献。インド工科大学と提携して日本の技術力と製造業のノウハ

ウを伝授。地元サプライヤーにグラスルーツで製造業の現場

力を普及。現地労働力への技術教育を通じて現場力を強化。 

同時に、Tata Consultancy Servicesの IoTプラットフォー
ム、データ分析能力や、Wipro のクラウドソリューション、
サイバーセキュリティ対策を学習。SIRC (大阪市立大発スタ

ートアップ) 防爆対応 IoT 技術をインド市場に応用してイ
ンドの DX 力を吸収して実用化。インドの生産連動奨励

金 (PLI) 制度活用を通じてデジタル技術を習得。 

あわせて、顧客体験のデジタル化、社内イノベーショ

ン文化の醸成にも腐心。 

以上のグラスルーツの製造技術とDX力の融合努力
の蓄積は、日本の誇る製造業の現場力を移転して、

インド固有の「逆境の中で倹約的・柔軟・包摂的な解決策

を模索」する伝統的革新策 「ジュガード」 の世界標準化 
(世界的普遍化) への進化を促して、これをベースに、
グローバリゼーションとローカリゼーションの共進を

主眼に、ナイジェリア、アルジェリア、ケニア、タンザ

ニアを始めとするアフリカ諸国や、アジア周辺国、中

東等グローバルサウスとの共進にも邁進。 

同様の共進ダイナミズムはスズキ、クボタ等でも率先。 

これらの率先的展開は、日本の製造技術に、次の

ような時代的刷新への方向を示唆。 
①① DXのの進進展展・・体体化化 
高品質管理・精密な技術力・効率的な生産システム

に代表される比較優位をてこに、積極的に DX 先進
国と協力し、AI/ML を駆使した価値共創指向の共進

構造を構築することで、DX を体化し、製造プロセス

全体のデジタル化を推進。 

②② 盤盤石石ななググロローーババルルササププラライイチチェェーーンンのの再再構構築築 
日本の製造技術とインドの DX 力の融合を視点に据

えて中国に偏重したサプライチェーンを分散化すると

ともに、グローバルサウス全体を視野に入れて、グロ

ーバリゼーションとローカリゼーションの共進を念頭に

サプライチェーンを構築。 

③③ 成成長長とと ESGのの共共進進 
以上のプロセスを軸に、日本・インド・グローバルサウ

ス 3 者間の共進構造を構築して、脱炭素に副うそれ
ぞれの「眠れる資源」を覚醒。 

④④ 世世界界へへのの貢貢献献 
以上を通じて確立した AI/ML 主導イノベーションを
医療・教育・農業分野の革新的ソリューションに活用

し、そのグローバルサウスへの展開を通じて新たな世

界標準を創設。 

更なる実証事例分析の深化拡大が今後の課題。 
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